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1 市税収納率の向上 税務課

2 債権の適正管理 税務課 関係課

3 使用料・手数料の適正化 総合政策課・財務課 関係課

4 キャッシュレス決済の充実 会計課 関係課

5 ふるさと納税の推進 経済振興課

6 企業版ふるさと納税の推進 経済振興課 総合政策課

7 公有財産の有効活用 総合政策課・財務課 関係課

8 有料広告制度の充実 秘書広報課・財務課 経済振興課・関係課

9 第3次総合計画の進行管理 総合政策課

10 行政評価の実施 総合政策課 関係課

11 補助金等の適正化 総合政策課 関係課

12 BPR（業務改革）の推進 総合政策課 関係課

13 既存事業の見直し 総合政策課 関係課

14 公共施設再配置の推進 総合政策課・財務課 関係課

15 分権型社会システムの推進 市民協働課 関係課

16 デジタル化によるBPR（業務改革）の推進 デジタル戦略課 関係課

17 業務システムの効率的な運用 デジタル戦略課 関係課

18 文書管理の効率化 総務課 財務課

19 行政手続きのオンライン化の推進 デジタル戦略課 関係課

20 オープンデータの推進 デジタル戦略課 関係課

21 財政構造分析に基づく計画的な財政運営 財務課

22 地方債残高の縮減 財務課

23 企業会計の健全運営 上下水道課 財務課

24 職員の人材育成 総務課

25 適正な人事評価の実施 総務課

26 組織の最適化 総務課

27 定員適正化計画に基づく定員管理 総務課

28 働き方改革の推進 総務課 財務課

29 業務支援体制の充実 総務課

基本方針3 職員の育成と組織力の強化

第4次朝来市行財政改革　体系図（目次）

行革目的 持続可能な行財政運営のもとで市民福祉の増進を図り、第3次朝来市総合計画で掲げる「人と人がつながり　幸せが循環するまち」の実現を目指す

基本方針1 歳入確保の推進 主担当課 担当課取組項目
取組
番号

基本方針2 歳出の効果的かつ効率的な実行

（1） 既存歳入の確保

（2）

健全な財政運営（3）

（2）

（1）
社会経済情勢の変化に対応した
職員人材育成

最適な行政サービスを提供できる
組織体制の構築

新たな歳入の確保

既存事業の適正化（1）

（2） デジタル化の推進



基本方針1　歳入確保の推進

（1）既存歳入の確保

取組番号 1 主担当課 税務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

市税収納率 94.0% 93.8% 95.5%

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

収納対策の実施
毎年度

滞納整理方法の見直し
随時

取組結果

・預金調査を電子化
し2,731件実施。
・職員体制を変更
し、91件762万円の滞
納処分を執行。
・翌年度への繰り越
し滞納者数が、令和3
年度の1,421人から
1,214人へ減少。

・預金調査を電子化
し10,251件実施。
・滞納処分125
件,1,737万円を執行
した。
・翌年度に繰り越す
滞納者数が、令和4年
度の1,214人から
1,141人に縮小。

95.0% 95.0%

累計効果額

111,018

実績効果額の
考え方

課題

・長期及び高額滞納
者の未納が収納率に
影響を与えている。
・納税義務者が死亡
した際の、相続人調
査の増加。
・業務の自動化の検
討（RPAの導入等）。

・長期及び高額滞納
者の未納解消に適正
な処分が必要であ
る。
・被相続人の相続人
調査件数及び相続放
棄の増加による調査
対象の拡大。
・R7の標準化システ
ムの情報収集を要
す。

課題への対応

・高額滞納者の解決
に注力する。その
際、複数で取り組む
ことで知識の承継も
兼ねる。
・課税の係と相続人
調査のマニュアルを
一元化し、業務の効
率化を図る。

・丹波市併任人事で
得られる知識、技術
を実践し、高額滞納
者の解消を図る。
・R6の相続人管理シ
ステム導入で、継承
状況を管理し、相続
人へ通知していく。

令和3年度調定額×（各年度収納率－令和2年度収納率）
（キャッシュレス決済の充実に伴うコストも含める）

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 54,812 56,206

市税収納率の向上

電話・文書等による早期納付の勧奨により、現年度課税分の徴収強化を図る。
滞納処分の執行又は停止により、滞納繰越分の圧縮を図る。
収納率の向上に向け、滞納整理方法の見直しを行う。

指標

設定根拠

毎年度0.1%程度上昇



基本方針1　歳入確保の推進

（1）既存歳入の確保

取組番号 2 主担当課 税務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

税外債権収入未済額 350,883,296円 355,311,825円 312,828,140円

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

収納対策の実施
毎年度

債権管理研修の実施
毎年度

適正な不納欠損の実施
毎年度

滞納整理方法の見直し
随時

取組結果

・補助金交付の滞納
照会時に滞納となっ
ていた債権について
面談ができ納付に繋
がった。
・現状と結果を説明
することで納税意識
が高まり納付に繋
がった。

・税外債権にも税務
課徴収専門員を活用
し自宅訪問や訪問箋
の投函等を担い、業
務改善ができた。
・適正な不納欠損処
理を行った。
　

318,138,202円 301,417,389円

累計効果額

32,300

実績効果額の
考え方

課題

・私債権、公債権の
取扱いについて、他
課の担当者への周知
と情報提供。
・徴収に関する技術
やノウハウの継承。

・新規債権担当者の
徴収に関する情報提
供の時期及び方法。
・債権ごとに徴収に
関する技術のノウハ
ウの継承が必要。

課題への対応

・債権担当者への基
本的な徴収に関する
研修実施。
・必要に応じて他課
への照会を行う。

・債権の新旧担当者
間で的確に引継ぎす
る仕組みづくり。
・公私債権ごとに徴
収技術共有及び情報
交換の場を設ける。

税外債権収入未済額の減少額
　前年度収入未済額－当該年度収入未済額
（キャッシュレス決済の充実に伴うコストも含める）

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 15,579 16,721

関係課

債権の適正管理

法令・債権管理の指針等に基づいた適正な債権管理の徹底を図る。
債権管理条例等に基づく適正な不納欠損処理を行う。
適正な債権管理に向け、滞納整理方法の見直しを行う。

指標

設定根拠

毎年度2.1%程度減少



基本方針1　歳入確保の推進

（1）既存歳入の確保

取組番号 3 主担当課 総合政策課・財務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

使用料見直し件数（累計） ― ― 105件
手数料見直し件数（累計） ― ― 36件

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

第3次行財政改革による見直し結果に基づく対応

使用料・手数料の見直し
随時

取組結果

・関係各課とのヒア
リング等を通じて見
直し検討を進め、行
財政改革推進委員会
に諮った上で改正案
を決定した。

・関係各課と調整し
た上で改正にかかる
整備条例及び個別条
例を議会に提案し可
決された。
・改正条例可決後、
利用者等へ周知徹底
を図った。

0件 120件
0件 39件

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・多くの市民に影響
を及ぼす可能性があ
る取組のため、慎重
に検討を進める。

・令和6年4月施行後
の利用実態等を把握
する必要がある。

課題への対応

・各施設所管課にお
いて算定の考え方や
根拠等を明らかに
し、市民への説明責
任を果たすととも
に、できるだけ早期
に周知する。

・施設の維持管理等
に要する経費や市民
ニーズ等の変化を踏
まえて、令和15年度
頃に見直しを検討す
る。
・必要に応じて、各
担当課において随時
見直しを検討する。

関係課

使用料・手数料の適正化

公共施設の使用料及び行政サービスにかかる手数料について、受益者負担の公平性、算定方法の明確化及び
減免対象の明確化を定める使用料・手数料算定の基本方針に基づき、使用料・手数料の見直しを行い、適正
な受益者負担を求めながら持続可能な施設の維持管理等の財源及び行政サービスを確保する。

指標

設定根拠

全使用料数

全手数料数

使用料・手数料の令和2年度決算額と各年度決算額の比較

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 0 0



基本方針1　歳入確保の推進

（1）既存歳入の確保

取組番号 4 主担当課 会計課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

キャッシュレス収納率 ― 80.24% 80.30%

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

口座振替の推奨
随時

収納方法の調査・導入手法の検討

新たな決済手法の実施

取組結果

・税等収納担当課、
収納代理金融機関に
対して口座振替の推
奨について依頼し
た。
・口座振替取扱事務
のDX化についてデジ
タル戦略課と連携し
検討した。

・市税等の新たな収
納方法についての取
り組み予定調査を実
施した。

79.59% 81.7%

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・口座振替取扱事務
のDX化については、
基幹システム、金融
機関システムとの連
携が必要であり、業
者委託等も含め検討
する必要がある。

・キャッシュレス決
済の導入は、関係各
課との調整や、収納
科目の調整などの課
題がある。

課題への対応

・導入自治体を参考
にしながら、引き続
き、デジタル戦略課
と十分連携を図り検
討する。

・関係各課と連携を
取りながら、キャッ
シュレス決済の導入
に向け検討を行う。

【1】市税収納率の向上と【2】債権の適正管理で計上
（キャッシュレス決済の充実に伴うコストも含める）

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円）

― ―

関係課

キャッシュレス決済の充実

市税等の市の徴収金における多様な支払方法を充実させ、市民の利便性の向上を図る。
金融機関口座からの自動引落（口座振替）のさらなる普及促進を図る。
クレジット決済及び電子マネー決済等の導入を検討し、実施に向けた取組を進める。

指標

設定根拠

毎年度0.02%上昇



基本方針1　歳入確保の推進

（2）新たな歳入の確保

取組番号 5 主担当課 経済振興課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

ふるさと寄附件数 19,262件 21,809件 22,000件

返礼品数 169品 346品 350品

返礼品の生産者数 47人 73人 80人

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

PRの強化
随時

市内生産者・事業者と連携した新たな事業展開の取組（新返礼品開発等）
随時

ガバメントクラウドファンディング活用の検討・実施
随時

取組結果

・ポータルサイト管
理を代行業者に委託
し、業務効率化を
図った。
・新規返礼品や事業
者開拓を積極的に進
めた。
・寄附件数と寄附額
いずれも減少した。

・ポータルサイトの
運用形態を見直し、
各サイトを最適に運
用できるよう改善し
た。
・寄附件数と寄附金
額が回復した。

13,901件 19,042件
534品 559品

83人 88人

累計効果額

382,911

実績効果額の
考え方

課題

・返礼品数・生産者
数は大きく増加した
が、寄附件数・金額
とも減少している。
今後は今ある返礼品
等のコンテンツ強化
と、親切丁寧な対応
を見つめ直す必要が
ある。

・ポータルサイト
「ふるさとチョイ
ス」は運用改善によ
り大きく寄附が回復
した。一方、「楽
天・ふるなび等」か
らの寄附はまだ低迷
している。

課題への対応

・ポータルサイト一
括委託から、直営の
実績が最も高かった
「ふるさとチョイ
ス」を切り離し、コ
ンテンツ強化を図る
とともに、寄附者満
足度向上や新たな取
組創出を目指す。

・「楽天・ふるなび
等」のページ制作を
専門業者に委託する
とともに、市内生産
者・事業者との連携
を強化することで、
寄附額増とまちのプ
ロモーション推進に
つなげる。

ふるさと納税の推進

市ホームページや民間WEBサイト等を活用してPRを強化するとともに、市の認知度向上も図る。
市場ニーズを的確に把握しつつ、市内生産者・事業者との連携を強化しながら事業を推進する。
ガバメントクラウドファンディングの活用を検討し、実施に向けた取組を進める。
※ガバメントクラウドファンディング
　具体的な事業やプロジェクトを示し、共感者から寄附を募る手法。

指標

設定根拠

現状維持

現状維持

現状維持

各年度におけるふるさと創生基金積立金の額（＝寄附額から事務費を控除した額）

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 125,241 257,670



基本方針1　歳入確保の推進

（2）新たな歳入の確保

取組番号 6 主担当課 経済振興課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

寄附件数（累計） 1件 2件 10件

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

市内事業所へ依頼
随時

朝来市出身者等へ依頼
随時

効果的な情報発信
随時

取組結果

・過去2年間に朝来市
へ発注実績がある、
本社を市外に有する
企業に対して企業版
ふるさと納税を依
頼。

・令和５年度上半期
に朝来市へ発注実績
がある、本社を市外
に有する企業に対し
て企業版ふるさと納
税を依頼。

9件 14件

累計効果額

84,100

実績効果額の
考え方

課題

・過去に朝来市とや
り取りのない企業へ
のアプローチ方法。

・過去に朝来市とや
り取りのない企業へ
のアプローチ方法。

課題への対応

・これまで市とやり
取りがなかった企業
へのアプローチ手法
について、他自治体
の例を参考に研究を
進める。

・これまで市とやり
取りがなかった企業
へのアプローチ手法
について、他自治体
の例を参考に研究を
進める。

各年度における寄附額

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 23,400 60,700

総合政策課

企業版ふるさと納税の推進

朝来市の創生事業に賛同する企業を対象とした企業版ふるさと納税を推進する。
本社が朝来市外にあり、市内に事業所を有する企業に依頼する。
朝来市出身者や東京あさご会等を通じて朝来市を応援しようとする企業に依頼する。
創生事業の推進に合わせて事業内容や成果、寄附企業情報を効果的に発信し、創生事業への賛同企業の増加
を図る。

指標

設定根拠

毎年度2件程度増加



基本方針1　歳入確保の推進

（2）新たな歳入の確保

取組番号 7 主担当課 総合政策課・財務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

財産処分検討委員会開催回数 2回 4回 3回

財産処分件数（累計） 7件 3件 15件

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

委員会の開催
毎年度

有効活用の検討・実施
随時

取組結果

・財産処分検討委員
会を4回開催し、市有
財産の処分について
検討した。
・財産処分を3件行
い、7,878千円の売払
収入を得た。

・財産処分検討委員
会を5回開催し、市有
財産の処分について
検討した。
・財産処分を2件行
い、2,808千円の売払
収入を得た。

4回 5回
3件 5件

累計効果額

11,246

実績効果額の
考え方

課題

・未利用財産の実態
把握は随時行ってい
るが、リストの分
析・更新作業が必要
である。

・未利用財産の実態
把握は随時行ってい
るが、財産処分を円
滑に進める必要があ
る。

課題への対応

・リストの分析・更
新作業を適宜行い、
未利用財産の有効活
用を検討する。

・他市町事例の把握
など、財産処分を推
進する方策を研究す
る。

関係課

公有財産の有効活用

公有財産については、官民連携も含めて有効活用を図る。
低・未利用財産の実態把握を行い、転用、売却及び貸付による有効活用を検討する。

指標

設定根拠

毎年度3回開催

毎年度3件処分

取組内容

実績指標

各年度の新たな財産売払収入額及び貸付収入額

実績効果額
（単位：千円） 8,438 2,808



基本方針1　歳入確保の推進

（2）新たな歳入の確保

取組番号 8 主担当課 秘書広報課・財務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

有料広告企業数 ― 7社 10社

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

有料広告制度の実施
随時

新たな有料広告制度の検討

新たな有料広告の募集及び実施

取組結果

・企業への周知につ
いて関係課との連携
が必要と認識しつつ
も、実施には至って
いない。
・他市町の公共施設
等での活用事例を確
認した。

・有料広告募集チラ
シを作成しあさご元
気産業創生センター
を通じて、市内企業
への周知を行った。
・朝来市公式LINEで
有料広告募集のバ
ナー掲載を開始。

12社 15社

累計効果額

2,270

実績効果額の
考え方

課題

・広告掲載企業の固
定化。
・他市町の事例を確
認したが、公共施設
等で活用できる仕組
みづくりの検討には
至っていない。

・広告掲載企業の固
定化。
・多くの市民の目に
触れるものであり、
掲載基準の設定・意
匠審査等を慎重に行
う必要がある。

課題への対応

・あさご元気産業創
生センターに対して
企業への周知を依頼
する。
・引き続き他市町の
事例を調査・研究
し、公共施設等で活
用できる仕組みづく
りを検討する。

・引き続き、あさご
元気産業創生セン
ターへの有料広告募
集依頼及び朝来市公
式LINEへの有料広告
募集掲載を行う。
・引き続き他市町の
事例を調査・研究
し、公共施設等で活
用できる仕組みづく
りを検討する。

経済振興課・関係課

有料広告制度の充実

市ホームページや広報誌にて取り組んでいる有料広告制度をさらに充実するとともに、市が作成する封筒や
公共施設等でも活用できる仕組みづくりを検討し、実施に向けた取組を進める。

指標

設定根拠

毎年度1社程度増加

各年度における決算額

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 1,130 1,140



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（1）既存事業の適正化

取組番号 9 主担当課 総合政策課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

― ― ― ―

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

市民意識調査実施・指標達成状況確認
毎年度

実施計画策定 実施計画策定 実施計画策定 実施計画策定 実施計画策定

行政マネジメントシステムの改善
随時

後期基本計画の策定

後期基本計画の進行管理

取組結果

・市民意識調査を実
施し、指標の初期値
を確定した。
・行政評価結果を予
算編成や実施計画に
反映し、総合計画を
基軸とした行政マネ
ジメントを推進し
た。

・指標の状況を整理
し、公開した。
・行政評価及び部運
営方針ヒアリングの
実施に加え公共施設
予防保全計画等を反
映した予算編成や実
施計画を策定した。

― ―

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・年度当初に行政マ
ネジメント体系図を
部長会議をとおして
職員と共有を図って
いるが、行政評価、
予算編成、実施計画
等の連動性の理解ま
でつながっていな
い。

・総合計画を基軸と
した、行政評価、予
算編成、実施計画等
の連動性について、
職員理解が浅いとこ
ろがあり、予算編成
や実施計画等に繋
がっていないケース
がある。

課題への対応

・職員研修等で行政
評価と予算編成の連
動性の理解を深め、
行政評価結果を予算
編成につなげること
で、全庁的な総合計
画の進行管理を行
う。

・行政評価結果をは
じめ各種計画の評価
結果・推進状況によ
る改善等を予算編成
及び実施計画策定に
漏れなくつなげられ
るよう、課題集約や
施策担当課との共有
を行う。

行財政改革の効果額としては算出しない

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円）

― ―

第3次総合計画の進行管理

市民意識調査により各施策等に対する市民意識を把握するとともに、総合計画で掲げる指標の達成状況を確
認しながら対策等を検討する。
行政評価結果等を反映し予算編成と連動した実施計画を策定する。
効果的かつ効率的な行財政運営を行うための体系的な仕組みとなる行政マネジメントシステムについては、
随時改善する。
第3次総合計画前期基本計画の効果検証を行った上で、後期基本計画を策定する。

指標

設定根拠



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（1）既存事業の適正化

取組番号 10 主担当課 総合政策課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

事務事業改善率 37.5% 10.4% 35.0%

施策配分率 58.3% 45.7% 50.0%

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

事務事業評価実施

毎年度

外部評価実施 外部評価実施

施策評価実施
毎年度

行政評価の手法検討・改善
随時

行政マネジメント事務事業シート様式の改善
随時

取組結果

・一般財源50％以上
のソフト事業（創生
事業除く）の1次評価
と2次評価を実施し
た。
・評価項目に「改
善」を追加した。
・市民意識調査結果
に基づき、施策評価
を実施した。

・創生事業であって
も、一般財源が50％
以上のソフト事業は
評価対象とした。
・施策評価及び事務
事業評価を実施し、
事務事業評価は外部
評価を実施した。

39.5% 42.9%
34.3% 71.4%

累計効果額

4,509

実績効果額の
考え方

課題

・創生事業は創生本
部会議等で評価等を
行っているため事務
事業評価の対象外と
しているが、限られ
た財源の中で最大の
効果を出すために事
務事業ごとの丁寧な
評価が必要。

・行政評価を実施
し、指標の設定、指
標の状況に応じた改
善及び予算編成への
連動などロジックモ
デルを用いているも
のの、その連動性の
理解までつながって
いない。

課題への対応

・令和5年度から、創
生事業であっても、
一般財源が50％以上
のソフト事業は評価
対象とする。

・職員研修でロジッ
クモデルについて理
解を深めるととも
に、EBPM研修などを
行うことで、全庁的
に実効性のある行政
マネジメントとなる
ようにする。

事務事業評価において縮小・廃止等した事務事業の評価前予算額と評価後予算額の比較
(※特殊要因(コロナウイルス感染症対応等)による単年度事業は除く)

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 0 4,509

関係課

行政評価の実施

事務事業の有効性や効率性等を検証し点検・見直しを行う事務事業評価を実施するとともに、必要に応じて
外部視点による検証を行うため、外部評価を実施する。
施策に対する市民満足度・重要度と指標達成度等に基づく施策評価を実施する。
評価方法の見直しや事務事業評価と施策評価の連関性を強化するなど、より効果的かつ効率的な行政評価の
手法を検討し改善する。
行政マネジメント事務事業シート様式は随時改善する。

指標

設定根拠

事務事業の約1/3を改善

施策の半数を拡充又は縮小に配分



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（1）既存事業の適正化

取組番号 11 主担当課 総合政策課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

評価件数（累計） ― 116件 372件

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

新設補助金等評価
随時

評価結果に基づく対応 評価結果に基づく対応

既存補助金等評価（団体）

評価結果に基づく対応

取組結果

・新設補助金等評価
14件及び既存補助金
等評価(個人・団体ソ
フト)88件を実施し、
評価結果を市ホーム
ページにて公表し
た。(R3新設補助金等
評価14件を含む)

・新設補助金等評価
23件及び既存補助金
等評価(個人・団体ソ
フト)16件を実施し、
評価結果を市ホーム
ページにて公表し
た。

232件 271件

累計効果額

3,855

実績効果額の
考え方

課題

・既設補助金等評価
に基づき改正・廃止
と評価された補助制
度については、進捗
管理を行う必要があ
る。

・既設補助金等評価
で改正･廃止の場合、
評価後の進捗管理が
必要。
・要綱等例規審査前
に評価を行ってお
り、審査過程で修正
があり、評価と異な
る可能性がある。

課題への対応

・評価結果の進捗確
認を行う等、「補助
金等適正化に関する
ガイドライン」に基
づき、適正な制度運
用を図る。

・評価結果に基づ
き、進捗管理を行
う。
・ガイドラインに基
づき、例規審査前に
評価を行うととも
に、公布後も評価内
容の最終確認を行
う。

既存補助金等の評価前予算額と評価後予算額の比較

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 1,896 1,959

既存補助金等評価（個人・ソフト）既存補助金等評価（個人・ソフト）

関係課

補助金等の適正化

補助金等適正化に関するガイドラインに基づき、補助金等の公益性・妥当性・有効性等を検証し適正化を図
るため、補助金等評価を実施する。
新設補助金等については随時、既存補助金等についてはガイドラインに定める評価時期に評価を実施する。

指標

設定根拠

令和元,2年度実績から算出



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（1）既存事業の適正化

取組番号 12 主担当課 総合政策課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

業務改革数（累計） ― ― 15件

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

業務プロセス分析・課題把握 業務プロセス分析・課題把握

解決策検討・実施

業務プロセス分析・課題把握

解決策検討・実施

取組結果

・部運営方針の様式
に業務改革（BPR）の
欄を設け、各部課ご
とに取組の意識付け
を行った。
・支所休日当番の在
り方の検討を行っ
た。

・支所休日当番を令
和6年3月末で廃止す
るよう調整した。
・公共施設の包括管
理委託等について養
父市と連携し検討を
行った。（結果、規
模的に難しいと判
断）

0件 1件

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・ICT活用による業務
改革（BPR）は少しず
つ行われているもの
の、ゼロベースから
業務プロセスの見直
しには至っていな
い。

・ICT活用による業務
改革や、業務改善は
行われているが、業
務プロセスから見直
しを行う業務改革
（BPR）には至ってい
ない。

課題への対応

・業務プロセスの課
題を整理したうえ
で、ゼロベースから
業務の進め方等の改
善につなげることが
必要。業務改善委員
会も活用しながら業
務プロセスの課題の
整理を行う。

・各部課の業務プロ
セスについて目を向
けて抜本的な改革が
行われるよう業務改
善委員会の進め方等
の方法を検討する。

業務改革した取組の取組前予算額と取組後予算額の比較

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 0 0

関係課

BPR（業務改革）の推進

業務プロセスを詳細に分析して業務上の課題等を把握し、ゼロベースで全体的な解決策（業務委託等）を検
討することで、行政サービスの向上や業務の効率化を図る。
検討に当たっては、官民連携や県・市町との広域連携を図りながら取り組む。

指標

設定根拠

約5件/2年×2回増加



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（1）既存事業の適正化

取組番号 13 主担当課 総合政策課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

行事等見直し数 ― ― 8件

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

見直し検討・市民等協議

検討・協議結果に基づく対応

取組結果

・令和4年度は行事の
見直し方法の検討・
行事等の把握を行え
ていない。

・各課所管の行事や
イベント等の洗い出
しを行った。

0件 0件

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・新型コロナウィル
ス感染症のまん延防
止により、多くの行
事等の開催が中止さ
れており、Withコロ
ナにおける行事展開
が不明確である。

・新型コロナウィル
ス感染症が5類に移行
され、多くの行事等
がコロナ前に戻りつ
つあるが、過渡期で
あり、見直し対象と
する行事等に漏れが
生じている可能性が
ある。

課題への対応

・令和5年度からWith
コロナにより行事等
が再開されたり、ま
た見直しにより廃止
されたのが明確にな
りつつあるため、行
事の把握を行い、見
直し方法を検討す
る。

・令和6年度の取組予
定も勘案し、行事や
イベント等の洗い出
しを再度行い、見直
し検討に向けた課題
の整理を行う。

見直した行事等にかかる見直し前の予算額と見直し後の予算額の比較

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 0 0

見直し方法の検討・行事等の把握

関係課

既存事業の見直し

社会経済情勢や市民意識の変化に対応し、市が主催する行事やイベント等の公益性や必要性等を検証しなが
ら、その在り方を検討する。

指標

設定根拠

R1市長出席行事数84件の1割



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（1）既存事業の適正化

取組番号 14 主担当課 総合政策課・財務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

公共施設の延べ床面積 240,258㎡ 231,195㎡ 217,395㎡

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

公共施設マネジメントシステムの推進
毎年度

公共施設予防保全計画の策定

計画に基づく対応

指定管理者制度導入に向けた点検及び検討の実施
随時

取組結果

・公共施設マネジメ
ントシステムを推進
した。
・長寿命化方針が決
まった41施設の予防
保全計画を策定し
た。
・指定管理者制度未
導入施設を点検し
た。

・導入には至らなかっ
たが、市町連携による
公共施設の包括管理を
研究した。
・公共施設マネジメン
トを推進した。
・予防保全計画に基づ
き、長寿命化に向けた
修繕の計画を総合計画
実施計画に反映するよ
う、所管課に働きかけ
た。

230,672㎡ 230,310㎡

累計効果額

100,012

実績効果額の
考え方

課題

・施設担当課によっ
て取組状況に差が生
じている。
・今後、新たに長寿
命化方針の出た施設
の追加対応。
・新たに指定管理者
制度未導入施設を把
握した際の対応。

・公共施設再配置計画にて
方向性が未決定の施設につ
いては令和4年度末まで方
向性を決定しないといけな
いが、令和5年度末現在で
80施設が未決定である。
・新たに指定管理者制度未
導入施設を把握した際の対
応。
・包括管理を導入する場
合、規模によっては所管課
や市町をまたいだ調整が必
要。

課題への対応

・進捗状況の確認を
前期、後期と２回実
施。
・今後、業者委託の
手法等を検討。
・今後も指定管理者
制度未導入施設の点
検を行い、制度導入
を施設担当課に検討
を促す。

・進捗状況の確認をしなが
ら、方向性が未決定の施設
については、令和6年度中
にある一定の方向性が示せ
るように進める。
・今後も指定管理者制度未
導入施設の点検を行い、制
度導入を施設担当課に検討
を促す。
・指定管理、包括管理のみ
ではなく、施設利用効率化
及び経費削減を目的にその
他手法の研究も行う。

譲渡・除却等を行った施設の今後必要とされる更新費用等から譲渡・除却等に掛かった経費を控除した額

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 29,985 70,027

関係課

公共施設再配置の推進

令和2年度に策定した公共施設再配置計画に基づき、市民理解を得ながら公共施設再配置の推進を図る。
公共施設マネジメントシステムを活用し施設情報を一元管理することで、施設ごとの利用状況分析や経費削減の検討
を行う。
公共施設予防保全計画を策定し、同計画に基づく修繕対応及び施設管理課による不具合箇所の早期発見・早期修繕対
応を推進することにより、維持管理経費の抑制を図る。
指定管理者制度未導入施設の点検及び制度導入に向けた検討を行う。

指標

設定根拠

公共施設再配置計画



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（1）既存事業の適正化

取組番号 15 主担当課 市民協働課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

協働事業数（累計） 15事業 18事業 24事業

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

地域協働の在り方検討懇話会（仮称）

検討結果に基づく対応

新たな協働事業の検討・実施
随時

取組結果

・地域協働の在り方
検討支援に向けた取
組は令和5年度からと
し、令和4年度につい
ては次年度以降に向
けた課題抽出や整理
を行った。

・「地域コミュニ
ティの在り方懇話
会」を令和6年度に開
催するため、「小規
模集落ヒアリング」
「地域自治協議会ヒ
アリング」を実施
し、地域の状況把握
に係る取組を進め
た。

19事業 19事業

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・各地域自治協議会
の役割や意義につい
て再確認・整理が必
要である。

・各地域自治協議会
の役割や意義につい
て引き続き確認・整
理が必要である。
・市民と行政を繋ぐ
中間支援機能を強化
する必要がある。

課題への対応

・令和5年度から2箇
年をかけて取組む
「地域協働の在り方
検討」の中で課題を
整理していく。

・令和6年度に開催す
る「地域コミュニ
ティの在り方懇話
会」での意見をとり
まとめ、新たな「地
域協働の指針」を定
める。

協働化した事業にかかる協働化前の予算額と協働化後の予算額の比較

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 00

関係課

分権型社会システムの推進

地域協働の基盤である地域自治協議会が設立から10年以上経過したことを踏まえ、地域自治協議会の役割や
意義の再確認、現状と課題及び支援の在り方等を整理し、行政区・市民団体等との連携も含めた地域協働の
在り方について検討する。

指標

設定根拠

毎年度1事業程度



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（2）デジタル化の推進

取組番号 16 主担当課 デジタル戦略課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

業務改革数（累計） ― ― 6件

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

業務プロセス分析・課題把握 業務プロセス分析・課題把握

解決策検討・実施

業務プロセス分析・課題把握

解決策検討・実施

取組結果

・業務効率化ツール
の試験導入及び運
用。
・AIチャットボット
システムの導入及び
運用。
・管理職、中堅職員
を対象とした研修の
実施。

・業務効率化ツール
の操作研修の実施
・業務改善ワーク
ショップの開催
・庶務事務システム
の導入
・介護認定調査用タ
ブレットの導入
・保育園支援システ
ムの導入

1件 3件

累計効果額

▲ 2,893

実績効果額の
考え方

課題

・業務改革の手段と
して、デジタルを活
用するためには、職
員の知識の向上と意
識の醸成が必要であ
る。

・業務改革の手段と
して、デジタルを活
用するためには、職
員の知識の向上と変
えようとする意識の
醸成が必要である。

課題への対応

・業務ツールの活用
方法などの実践的な
研修を実施し、職員
の知識向上を図る。

・各種研修等の機会
を設け、技術の習
得、意識改革を図
る。

業務改革により削減された事務費等実績額（人件費を除く）－ システム等運用に係る経費

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） ▲ 451 ▲ 2,442

関係課

デジタル化によるBPR（業務改革）の推進

業務プロセスを詳細に分析して業務上の課題等を把握し、ゼロベースで全体的な解決策（AI・RPA等のICT活
用）を検討することで、行政サービスの向上や業務の効率化を図る。
検討に当たっては、官民連携や県・市町との広域連携を図りながら取り組む。

指標

設定根拠

2件/2年×2回増加



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（2）デジタル化の推進

取組番号 17 主担当課 デジタル戦略課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

移行・集約システム数（累計） ― 5件 10件

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

共同利用可能なシステムの検討・移行
随時

集約可能なシステムの検討・移行
随時

取組結果

・人事給与システム
を仮想化基盤に集
約。
・標準化を視野に生
活保護システムの南
但広域への移行を検
討。

・県の共同利用型の
施設予約システムを
導入。
・標準化を視野に生
活保護システムの南
但広域への移行を検
討。

6件 7件

累計効果額

4,504

実績効果額の
考え方

課題

・令和7年度末が期限
となっている標準化
システムへの移行準
備に取り掛かる必要
がある。

・令和7年度末が期限
となっているシステ
ム標準化対応が最優
先となるため、共同
化は最低限の範囲で
進める必要がある

課題への対応

・南但広域行政事務
組合と連携を図りな
がら、市の対応分に
ついて洗い出しを行
う。

・標準化対象である
生活保護システム、
介護認定システム、
国保レセプトシステ
ムの共同化を進め
る。

関係課

業務システムの効率的な運用

広域的な共同利用（クラウド利用やLGWAN-ASP利用等）について検討し、可能な場合は移行を進める。
各課で導入しているシステムについても、更新時期に合わせて仮想化基盤への集約について検討し、可能な
場合は移行を進める。
※LGWAN-ASP
　地方公共団体向けの共同利用サービス。

指標

設定根拠

毎年度1件増加

システム運用の効率化により削減された経費等実績額（人件費を除く）－ システム等運用に係る経費

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 2,252 2,252



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（2）デジタル化の推進

取組番号 18 主担当課 総務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

決裁の電子化率 ― ― 100.0%

用紙購入枚数 ― 3,126,000枚 2,500,000枚

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

電子決裁・文書管理システム導入
随時

既存文書の管理検討
随時

ペーパーレス化の検討

検討結果に基づく対応

取組結果

・電子決裁・文書管
理システムについて
は、現行の文書の管
理について職員の理
解を深めたうえで進
めることとし、まず
は内部手続のペーパ
レス化に向け、令和5
年度に庶務事務シス
テムを導入すること
とした。

・庶務管理システム
の導入により、休暇
簿、時間外勤務命令
簿等の一部の手続き
においてﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化
が図られた。電子決
裁・文書管理ｼｽﾃﾑに
ついて、財源を含め
た研究を行ってい
る。

0.0% 一部
― ―

3,677,000枚 2,685,000枚

累計効果額

▲ 1,948

実績効果額の
考え方

課題

・会議共有システム
の活用等により紙資
料の削減を図った。
一方で、新型コロナ
ウイルスによる事業
中止等で減少してい
た用紙代等が、事業
の再開、コロナ・物
価高騰対策事業等の
実施による大量印刷
のため激増した。

・用紙の購入枚数は
事業による使用料、
在庫量、購入時期等
により大きく増減す
る。用紙削減額の一
方で、システム導入
にかかる経費が増加
する。

課題への対応

・オンライン申請等
を進め、市民向け手
続についても、紙の
削減を進めていく。

・電子決裁・文書管
理システムを早期に
導入し業務改善を図
るとともに、オンラ
イン申請等を進め、
市民向け手続につい
ても、紙の削減を進
めていく。

印刷関係費（リース料、紙代等）及び文書システム関係費（電子決裁システム・タブレット端末等）の令和
2年度決算額と各年度決算額の比較

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） ▲ 1,383 ▲ 565

財務課

文書管理の効率化

電子決裁・文書管理システムの導入を進め、決裁処理の迅速化や文書の更なる適正管理を図る。
既存文書の管理については、情報公開における一層の効率化に向け、書架配置等の見直しを進める。
必要な既存文書については、デジタルアーカイブ化に取り組む。
会議等においてタブレット端末等による電子データ利用を進め、ペーパーレス化を図る。

指標

設定根拠

システム導入後100.0%達成

現状値から2割削減



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（2）デジタル化の推進

取組番号 19 主担当課 デジタル戦略課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

オンライン申請率 ― ― 15.0%

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

オンライン化する行政手続きの選定
随時

オンライン化の実施
随時

取組結果

・朝来市情報通信技
術を活用した行政の
推進に関する条例を
制定。
・汎用的なオンライ
ン申請システムを導
入。
・42種類の手続きを
オンライン化。

・汎用的なオンライ
ン申請システム
（Logoフォーム）の
活用
・施設予約システム
の導入

3.5% 10.4%

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・既存の手続きにつ
いてオンライン化を
拡大する必要があ
る。

・各種申込、アン
ケート等の簡易的な
申請のオンライン化
は進んできた一方
で、行政手続き系の
メニューの充実が必
要。

課題への対応

・押印見直しを行っ
たデータを基に全庁
的な棚卸作業を実施
する。

・手続きの対象世
代、申請件数等から
優先順位をつけてオ
ンライン化を進め
る。

行財政改革の効果額としては算出しない

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円）

― ―

関係課

行政手続きのオンライン化の推進

市民からの申請等の方法について、従来の窓口及び郵送による申請にオンライン申請を追加し、市民の利便
性の向上及び業務の効率化を図る。

指標

設定根拠

毎年度3.0%上昇



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（2）デジタル化の推進

取組番号 20 主担当課 デジタル戦略課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

2次利用されたオープンデータ数 ― ― 3件

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

オープンデータ化に向けた仕組みづくり

行政データの公開

取組結果

・オープンデータを
公開するためのカタ
ログサイトを構築し
た。

6種類のオープンデー
タを公開した。（地
域・年齢別人口、斎
場の利用状況、3D都
市モデル、公共施設
一覧、指定緊急避難
場所一覧、子育て施
設一覧）

0件 6件

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・オープンデータの
意義等について職員
の理解を深める必要
がある。
・オープンデータを
公開する上での共通
ルールが必要であ
る。

・公開するデータの
種類を拡充させる必
要がある。

課題への対応

・職員研修の実施。
・ガイドラインの作
成。

・国が示す自治体標
準オープンデータ
セット参考に担当課
と連携しながら拡充
を図る。

関係課

オープンデータの推進

市が保有するデータを精査しインターネット等を通じて積極的に公開することで、行政の高度化・効率化及
び透明性・信頼の向上を図るとともに、諸課題の解決、経済活性化につなげる。

※オープンデータ
　行政が保有するデータのうち、営利・非営利を問わず誰もが容易に利用（加工・編集等）できるよう、イ
ンターネット等を通じて公開されたデータ。

指標

設定根拠

毎年度1件

行財政改革の効果額としては算出しない

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円）

― ―



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（3）健全な財政運営

取組番号 21 主担当課 財務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

経常収支比率 87.5% 89.1% 90.0%以下

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

収支見通し策定 収支見通し策定 収支見通し策定 収支見通し策定

財務諸表による分析及び公表
毎年度

財政健全化推進計画策定
随時

取組結果

・財政収支見通しを
策定するとともに、
財務諸表による財政
構造の分析等を図り
ながら財政の健全化
に努めた。

・財政収支見通しを
策定するとともに、
財務諸表による財政
構造の分析等を図り
ながら財政の健全化
に努めた。

89.0% 89.9%

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・財政収支見通しに
おいて、今後扶助費
の増加が予想され
る。

・財政収支見通しに
おいて、今後人件費
及び扶助費の増加が
予想される。
・公共施設の老朽化
に伴う大規模改修が
必要となる。

課題への対応

・引き続き経常経費
の抑制に努める。

・引き続き、経常経
費の抑制に努める。
・大規模改修にあ
たっては、年次計画
を立て実施するとと
もに、財政措置の有
利な起債充当を検討
する。

財政構造分析に基づく計画的な財政運営

向こう10年の財政収支見通し及び財政健全化推進計画に基づき計画的な財政の健全化を図る。
財務諸表による財政構造の分析及び公表をすることにより財政の効率化、適正化及び透明性の向上を図る。

指標

設定根拠

財政の硬直化が始まるとされる数値以下

取組内容

実績指標

行財政改革の効果額としては算出しない

実績効果額
（単位：千円）

― ―



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（3）健全な財政運営

取組番号 22 主担当課 財務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

実質公債費比率 9.5% 11.3% 18.0%以下

将来負担比率 39.9% ― 350.0%以下

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

繰上償還の実施
随時

取組結果

・交付税措置に影響
の出ない理論参入の
R1臨財債(399,975千
円)を繰上償還した。

・交付税措置に影響
の出ない理論参入の
R3臨財債(533,053千
円)を繰上償還した。

11.6% 11.3%
― ―

累計効果額

34,296

実績効果額の
考え方

課題

・特段無し ・特段無し

課題への対応

地方債残高の縮減

財政状況を見極めながら可能な限り繰上償還を実施し、地方債残高の縮減を図る。

指標

設定根拠

国の同意等基準以下

早期健全化基準以下

各年度の繰上償還による将来負担すべき利子の削減額

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円） 13,081 21,215



基本方針2　歳出の効果的かつ効率的な実行

（3）健全な財政運営

取組番号 23 主担当課 上下水道課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

経常収支比率（水道事業） 114.2% 110.4% 110.0%
経常収支比率（工業用水道事業） 76.9% 128.8% 110.0%
経常収支比率（下水道事業） ― 121.7% 110.0%

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

経営改善（経費削減等）の取組と経営状況の検証
随時

上下水道審議会等による料金・使用料の在り方に関する検討

検討に基づく対応

効率的な施設更新
随時

取組結果

・広域連携の検討。
・経営戦略(料金の在
り方含)の見直(R5改
定予定)。
・AIを用いた水道管
の更新とストックマ
ネジメント事業によ
る効率的な施設更
新。

・経営戦略の見直し
実施。
・AIを用いた管路劣
化診断に基づく管路
更新及びストックマ
ネジメント事業によ
る効率的な施設改修
の実施。
・下水施設の統廃合
事業の実施。

111.2% 113.7%

118.2% 109.7%

119.7% 119.8%

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・広域連携にあたっ
ては、関係市町の財
政・人員・各市町が
抱える課題等の状況
から、連携の調整は
時間を要する。

・事業運営は物価高
など、社会情勢や運
営環境の変化の影響
が大きく、経費削減
等の経営改善は継続
して取り組む必要が
ある。
・事業継続のために
は技術の継承が必要
である。

課題への対応

・広域連携は、今後
の人口減少等を考え
ると将来の水道事
業・下水道事業には
必要不可欠な課題で
あるので、時間をか
けてでも進捗を図
る。

・更なる経営改善策
の模索、検討の実
施。
・広域化、共同化の
模索、検討の実施。
・事業継続のための
人材育成。

行財政改革の効果額としては算出しない

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円）

― ―

財務課

企業会計の健全運営

投資と財源の均衡を図り、持続可能な経営に向けて、経費の削減及び料金・使用料の在り方を検討する。
施設については、ダウンサイジングやスペックダウンを行うとともに、効率的な施設更新による投資と維持
管理コストの縮減を図る。
※ダウンサイジング
　将来的に必要な供給能力に見合う施設サイズに合わせていくために、抜本的な施設規模の適正化（施設・設備の廃
止・統合）を図る手法。

指標

設定根拠

水道事業の類似団体108.6％を参考

工業用水道事業の類似団体108.8％を参考

公共下水道事業の全国平均108.1％を参考



基本方針3　職員の育成と組織力の強化

（1）社会経済情勢の変化に対応した職員人材育成

取組番号 24 主担当課 総務課 担当課

取組項目

取組概要

平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

職員研修受講率 74.6% 44.5% 68.0%

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

職員研修の実施
毎年度

職員研修の充実
随時

接遇向上委員会の開催
毎年度

取組結果

・管理・監督職対象
の自治体DX研修や、
主事～上席主査を対
象とした一般職研修
等、階層別研修を拡
充したことにより、
職員数（326人）を超
える受講者数（延べ
335人）となった。

監督職研修、課長級
を対象としたメンタ
ルヘルス研修、OJT研
修など階層別研修を
拡充したことによ
り、職員数(324人)を
超える受講者数(延べ
585人)となった。

102.8% 180.6%

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・研修ニーズの把握
や内容の充実を図る
ことと併せて、研修
制度と人事制度を連
動させることにより
職員の主体的な成長
意欲を高められるよ
うにすることが必要
である。

研修が有効なものと
なるよう、常に内容
を充実させる必要が
ある。研修が受身で
はなく職員の主体的
な成長意欲を高めら
れるものとなるよう
な取組みが必要であ
る。

課題への対応

・朝来市人材育成計
画に基づき研修制度
と人事制度の両面か
ら職員の意欲及び能
力の向上並びに組織
の活性化を図る。

職員のモチベーショ
ンや働きがいを向上
させるため、管理職
のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙを高
め、円滑な組織運営
と組織力の強化を目
指す。

行財政改革の効果額としては算出しない

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円）

― ―

職員の人材育成

人材育成計画で掲げる「朝来市を愛し、未来・創造にチャレンジする職員」の育成を図る。
職員研修を充実させ、社会経済情勢の変化に対応しつつ自ら考え新たな課題に積極的に対応できるよう、職
員の資質・能力の向上を図る。
接遇向上推進委員会を中心に全庁的にコミュニケーション力・接遇力の向上を図る。

指標

設定根拠

過去3ヵ年平均から年1.0%上昇



基本方針3　職員の育成と組織力の強化

（1）社会経済情勢の変化に対応した職員人材育成

取組番号 25 主担当課 総務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

評価者研修受講率 90.1% 94.8% 100.0%

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

人事評価の実施
毎年度

評価者研修の実施
毎年度

評価制度の見直し

見直し結果に基づく対応

取組結果

・「勤務成績評価」
の評価要素及び着眼
点を変更。
※朝来市人材育成計
画に掲げる職員階層
別に求められる役
割・能力にリンクし
た内容に変更。

・評価者研修を実施
するとともに、全職
員に対し「目標設定
及び難易度設定にお
ける留意点」の周知
を図った。
・勤勉手当支給開始
に合わせ、会計年度
任用職員への人事評
価制度を整理した。

90.5% 91.8%

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・目標管理評価の運
用マニュアルに基づ
く目標設定や難易度
設定に関して、一部
に補正事案が見受け
られる。

・目標設定や難易度
設定における補正事
案は減少している
が、未だ一部存在す
る。

課題への対応

・適正な目標設定等
となるよう、評価者
研修において、具体
的な補正事例を取り
上げ、同様の事例に
ついては、期首面談
時に修正するよう依
頼する。

・適正な人事評価が
実施できるよう、評
価者研修や課長会議
等において目標設定
や難易度設定が適切
に行われるよう徹底
を図る。

行財政改革の効果額としては算出しない

取組内容

実績指標

実績効果額
（単位：千円）

― ―

適正な人事評価の実施

評価者の評価資質の向上のため評価者研修を実施する。
評価結果を踏まえた公正な処遇反映を行う。
会計年度任用職員の適切な任用につなげるため、人事評価を活用する。
人事評価制度をさらに能力や実績に基づくものに改めるため、評語区分や評価要素の検討を行う。

指標

設定根拠

100.0%達成



基本方針3　職員の育成と組織力の強化

（2）最適な行政サービスを提供できる組織体制の構築

取組番号 26 主担当課 総務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

― ― ― ―

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

組織の最適化検討・実施
随時

組織編成方針の在り方検討

検討結果に基づく対応

取組結果

・組織編成方針及び
その改訂によらず、
こども子育て施策の
充実に向けた組織検
討など、行政課題の
解決に向けた組織編
成を適時構築するこ
ととした。

・こども子育て施策
推進プロジェクトで
の検証をもとに、令
和６年度の体制とし
て「こどもみらい
部」を新設した。

― ―

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・朝来市を取り巻く
状況、国等の情勢を
踏まえ、新たな行政
課題に対応する組織
体制を適時に検討し
ていく必要がある。

・時間的な制約があ
る中で、本市を取り
巻く状況、国等の情
勢を的確に捉え、新
たな行政課題に対応
する組織体制を柔軟
に整えていく必要が
ある。

課題への対応

・こども子育て施策
推進プロジェクト等
での検討を踏まえ、
組織事務分掌調整会
議において適時検討
を行う。

・新たな行政課題等
への対応のため、組
織事務分掌調整会議
において適時検討を
行う。

行財政改革の効果額としては算出しない

実績効果額
（単位：千円）

― ―

取組内容

実績指標

組織の最適化

自治体規模や職員数等を踏まえつつ、社会経済情勢の変化や多様な市民ニーズに対応できる効率的、機動的
な組織となるよう、組織・事務分掌調整会議において現状の検証や見直しを行い、組織の最適化を図る。

指標

設定根拠



基本方針3　職員の育成と組織力の強化

（2）最適な行政サービスを提供できる組織体制の構築

取組番号 27 主担当課 総務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

職員数 327人 326人 320人

障害者雇用率 2.59% 2.72% 2.80%

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

第3次計画に基づく適正な定員管理

第4次計画の策定

計画に基づく対応

障害者雇用促進法に基づく法定雇用率以上の雇用確保
随時

取組結果

・勧奨退職の活用
や、適正な人員配置
等により、職員数の
抑制に努めた。ま
た、会計年度任用職
員(チャレンジド雇用
等)の募集を積極に行
い、障害者雇用に努
めた。

・勧奨退職の活用
や、適正な人員配置
等により、職員数の
抑制に努めた一方、
定年延長等の状況変
化に対応すべく、新
たに第４次定員適正
化計画を策定した。

326人 323人

2.97% 2.76%

累計効果額

▲ 59,074

実績効果額の
考え方

課題

・定年延長制度の導
入に伴い、令和5年度
以降、2年に1歳ずつ
定年年齢が引き上げ
られることになり、
定年引上げによる職
員の増加要素を考慮
する必要がある。

・第４次定員適正化
計画に基づき、計画
対象外職員を含めた
実労働力としての職
員管理を行う必要が
ある。

課題への対応

・定年延長制度を考
慮し、本市の実態に
即した計画とするた
め、現在の計画の見
直しを行う。

・庶務管理ｼｽﾃﾑを活
用した時間外勤務時
間数、年次有給休暇
の取得状況等の把握
により、非常勤を含
めた全職員の適正な
人員配置を検討す
る。

人件費総額（時間外勤務手当分除く）の令和2年度決算額と各年度決算額の比較

実績効果額
（単位：千円） ▲ 2,496 ▲ 56,578

取組内容

実績指標

定員適正化計画に基づく定員管理

定員適正化計画に基づいて、適正な定員管理を行う。
再任用短時間勤務職員や会計年度任用職員等の定数外職員についても定数職員に準じて適切な配置を行う。
第4次定員適正化計画を策定する。
障害者雇用を進め、障害者雇用促進法に基づく法定雇用率以上の雇用を確保する。

指標

設定根拠

R7年度（第3次定員適正化計画）

法定雇用率（2.6%）及び現状値以上



基本方針3　職員の育成と組織力の強化

（2）最適な行政サービスを提供できる組織体制の構築

取組番号 28 主担当課 総務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

時間外勤務時間数 8.7時間 10.3時間 10.0時間

年次有給休暇取得日数 7.4日 8.8日 10.0日

テレワーク実施率 ― 4.3% 10.0%

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

多様な勤務形態の推進
随時

年次休暇等取得の推進
随時

子育て目的の休暇等取得の推進
随時

職場内コミュニケーション活性化とメンタルヘルス対策の実施
随時

取組結果

・課長会議におい
て、ワーク・ライ
フ・バランスの推進
や、時間外勤務時間
数の削減について依
頼を実施した。ま
た、毎月の時間外勤
務実績を分析し、安
全衛生委員会等にお
いても原因等を協議
した。

・時間外勤務の縮
減、年次有給休暇の
取得推進などワー
ク・ライフ・バラン
スの推進にかかる取
組みについて課長会
議で依頼する他、安
全衛生委員会等での
情報共有を図った。

12.9時間 14.0時間

10.7日 11.1日

0.9% 0.3%

累計効果額

▲ 27,032

実績効果額の
考え方

課題

・コロナ禍において
休止していた事業の
再開や物価高騰対策
における新規事業の
実施などから、時間
外の削減に至らな
かった。

・月平均時間外勤務
時間数の増加に加
え、職員間での偏り
の傾向が見受けられ
る。
・住民に一番近い市
においては、テレ
ワークのような勤務
形態が馴染まない。

課題への対応

・庶務事務システム
を導入し、職員内部
の手続を簡素化する
とともに、休暇や時
間外の状況等を可視
化し職員の負担軽減
及び安全衛生管理に
努める。

・庶務事務システム
を有効に活用し、内
部手続の簡素化、休
暇や時間外の状況等
の可視化により職員
の負担軽減と健康管
理を図る。

時間外勤務手当支給額（特殊要因：災害・選挙除く）の令和2年度決算額と各年度決算額の比較

実績効果額
（単位：千円） ▲ 16,112 ▲ 10,920

取組内容

実績指標

財務課

働き方改革の推進

子育てや介護と仕事の両立などワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を推進し、それぞれの事情
に応じた働き方ができ、誰もが働きやすい職場環境を創出する。
在宅勤務など多様な勤務形態を推進し、時間外勤務時間の縮減を図る。
年次有給休暇・夏季休暇の取得促進を図るとともに、職員が子育てしやすい環境づくりに向けた休暇等の取
得促進を図る。
職場内コミュニケーションの活性化を図りながら、職員のメンタルヘルス対策を進める。

指標

設定根拠

月平均・現状値以下

年平均・県内市平均程度

デジタル化の進捗による当面の目標値



基本方針3　職員の育成と組織力の強化

（2）最適な行政サービスを提供できる組織体制の構築

取組番号 29 主担当課 総務課 担当課

取組項目

取組概要

項目 平成28年度
令和2年度
（現状値）

令和8年度
（目標値）

― ― ― ―

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 備考

支援体制の運用
随時

新たな支援体制の検討

検討結果に基づく対応

取組結果

・従来どおり、担当
課からの個別要請に
より対応した。

・従来どおり、担当
課からの個別要請に
より対応した。
・封入、印刷業務な
どチャレンジド職員
による事務の切出し
により業務支援を
行った。

― ―

累計効果額

0

実績効果額の
考え方

課題

・通常業務がある中
での支援となるた
め、支援する側の体
制に影響を及ぼさな
いような仕組みづく
りが必要となる。

・通常業務がある中
での支援となるた
め、支援する側の体
制に影響を及ぼさな
いことが重要であ
り、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ、ﾁｬ
ﾚﾝｼﾞﾄﾞ職員による取
組み以外の支援が難
しい。

課題への対応

・デジタルを活用し
た業務改善を進めな
がら、支援の在り方
を検討していく。

・デジタルを活用し
た業務改善を行う一
方、、職員個々の業
務経験のリスト化や
所属をまたいだ会計
年度任用職員の事務
分担など、支援を求
めやすい環境づくり
を検討する。

【28】働き方改革の推進（支援を行った部署における時間外勤務手当の削減額）で計上

実績効果額
（単位：千円）

― ―

取組内容

実績指標

業務支援体制の充実

臨時的業務や一定期間に集中する業務等により一時的に業務量が増加する部署の業務量の平準化や時間外勤
務時間の縮減に向けて、組織横断的なプロジェクトチームの設置も含め業務支援体制を検討・運用する。

指標

設定根拠


